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京大東アジアセンターニュースレター   第 492号   
























■京都会場  2013年 12月 7日(土) 13時 
     京都大学百周年時計台記念館 2階国際交流ホール 
 
■東京会場  2013年 12月 9日(月) 13時 






挨拶  京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 
  
13:30-14:30 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  日系企業から見たミャンマー自動車産業(仮題 以下同) 
  
14:30-15:00 
鹿児島県立短期大学 講師  山本 肇  自動車産業－政策･発展史･今後の展望 
  
15:15-15:45 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 輸入規制を受けている新車市場 
  
15:45-16:15 
住友商事 自動車リテイルファイナンス事業部 木村 将裕 金融事情と販売金融現況 
  
16:15-16:45 










懇親会  参加費 2000 円(協力会会員は無料) 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 







主催 ： 京都大学東アジア経済研究センター 
後援 : 京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 
2013年 11月 9日(土) 13時 
 
於 ： 京都大学東京オフィス (品川インターシティ A棟 27階) 
 
司会 東京都市大学 教授 井上隆一郎  
 
１．短発話         
 13:00-13:40 
 □未定 
２．報告          
 13:40-15:30 
 □藁科 吉晴 (日本中古車輸出業協同組合/藤山トレーディング) 
□横堤 俊人 （日本中古車輸出業協同組合/平和オート） 
   日本の中古車輸出の現状について 
 
 □塩地 洋 （京都大学） 
   新車ディーラーによる中古車輸出の可能性を探る 
 
 □種谷 謙一 （セントパーツ） 
   日本からのリサイクル部品の輸出 
 
 






































時  間： 2013年11月19日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館・地下１階みずほホール  
報告者： 戴暁芙（復旦大学日本研究センター副教授）  
テーマ： 中国の 「土地財政」と地方政府の投融資プラットフォーム問題について 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2013年度における開催(予定)日は以下の通りです。  
















































































































ブンガワンソロ 果てしなき清き流れに 今日も祈らん ブンガワンソロ 幸の日たたえ 共に歌わん 
聖なる河よ わが心の母 祈りの歌をのせ 流れ絶えず 花は咲き 花は散れど 愛の誓いは とわに変わらじ 

















































































めに赤字覚悟で中国工場を存続させることも真剣に考えている。                                       





「禍福は糾（あざな）える縄の如し」 ： 「史記 南越伝 賛」より 
意味：この世の幸不幸は、より合わせた縄のように、常に入れかわりながら変転する。 




                                社団法人 大阪能率協会 常任理事 
                                アジア・中国事業支援室 室長 
                                インドネシア旅行の副団長 
                                元大和銀行 ニューヨーク支店長 
                                         二宮 信 
 
 社団法人大阪能率協会 アジア・中国事業支援室は２０１１年１０月にインドネシア視察研修旅行を実施、
その折に訪問した ASEAN 日本政府代表部などで ASEAN の近況や日本 ASEAN 関係の見通しを伺い、今後
の ASEAN 経済の重要性を実感した。それから２年を経た本年（２０１３年）１０月７日～９日の間、イン
ドネシア及びブルネイに於て ASEAN に係る一連の首脳会議が開催されたが、報道や首脳声明などから
ASEAN の現状と課題、ASEAN を巡る大国の思惑などが伺え大変興味深いものがあった。 
 
東アジアサミット 





は ASEAN 諸国からは歓迎されたものと思われる。 






















る ASEAN 経済共同体の設立（後記）と地域協力の進展を目指し、ASEAN の統合努力を加速化させること
を目指している。その将来には ASEAN を中核とした FTA 網の形成を目指している。従ってこの考え方の
中には TPP の交渉参加等は現在のところ視野に入っていない」とのことであった。つまりインドネシアはい










に ASEAN に対して「他国の利益に配慮した関係の構築」を持ちかけている。 
 
ASEAN 経済共同体 
















平洋地域全体の繁栄につながるものであり、日本政府が ASEAN 大使の任命と ASEAN 日本政府代表部の設
立により ASEAN の統合努力を支援すると共に、ASEAN 各国との関係強化に当たっている様子を伺えたの
は印象深かった。安倍首相は就任後の初の外遊先にベトナムを選び、その後各国を訪問し、本年１１月のラ
オス・カンボジア訪問により、ASEAN１０カ国すべてを回る初の総理となる。日本政府は ASEAN 各国の






































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2            
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11 月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12 月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013 年             
1 月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2 月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3 月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4 月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5 月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6 月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
